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１．研 究 目 的 

日本各地に方面委員が設置され、委員の活動や研修が全国レベルで組織化、共有化され

ていく過程のなかで、東北とよばれる地域のなかでも、社会・生活問題が山積していたと

される昭和初期の山形県内で活動していた委員に求められたであろう各種の知識を、大正

15（1926）年から昭和 16（1941）年の間に発行された、委員向けと推察する史資料（文献）

を通じて検討し、かつ、山形県外の方面委員必携の目次との対比作業を通じて、「山形県内

で活動する方面委員に特に求められた知識はあったのか」を考察することを目的としてい

る。 

 
２．研究の視点および方法 

山形県内の方面委員の活動実績については、すでに『方面事業二十年史』『日本社會事

業年鑑』『民生委員四十年史』などで全国という範囲のなかで明らかにされている。 

 また、『山形県民生委員のあゆみ』は、貴重な史資料を提示しながら方面委員の活動の実

態を紹介している。 

 本発表は、これらの先行研究に導かれつつ、『方面委員ノ參考資料 山形縣教育課』（大

正 15 年 4 月〔発行年月は推察〕）、『方面委員必携 山形縣』（昭和 5 年 3 月 31 日）、『社會

調査資料 山形縣社會課』（昭和 6 年 7 月 8 日）、『方面委員必携 山形縣』（昭和 12 年 3

月 31 日）」、『救護關係令規通牒輯欖 山形縣社會課』（発行の日記載はない）、『方面委員關

係法規 山形縣 山形縣方面委員聯盟』（昭和 16 年 3 月）に『方面委員の栞 茨城縣社會

課』（昭和 11 年 8 月 20 日）を加えたものを考察のための基礎史資料とした。 

 この基礎史資料にインターネット上で検索ができ、本学の図書館分館を通じて文献紹介

を行い入手できた『方面委員必携 京都府』（昭和 10 年代発行と推察 東京大学社会科学

研究所所蔵）、『方面委員必携 栃木縣』（昭和 11 年 4 月 大分大学図書館所蔵）、『方面委

員必携 愛知縣』（昭和 12 年 3 月 同志社大学今出図書館所蔵）、『方面委員必携 石川縣』

（昭和 17 年 6 月 石川県立図書館所蔵）の目次を加え、その目次と山形県の必携との対比

という方法を通して、当時の山形県内の委員に求められた知識の内容と範囲の推察に視点

をおいた。 
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３．倫理的配慮 

「引用は出来る限り原点主義を貫くべきであり、原典が入手できない等の止むを得ない

場合にのみ、いわゆる『孫引き』がゆるされる。」を厳守するために細心の注意を払った。 

 

４．研 究 結 果 

① 大正 14（1925）年 7 月 15 日の「方面委員設置規定」（縣告示第 180 号）により、山形、 

 米澤、鶴岡の三方面に 19 名の委員が設置（『山形県史 資料編 20』）された以降、委員 

 数は増加し、昭和 13（1938）年度末現在の委員数は 1,449 名〔内女性 17 名〕（『社會事 

 業年鑑 昭和十四年 昭和十五年版』『昭和十三年 山形縣方面委員名簿』）であった。 

 仮にこれら全員の手元に必携や活動に関連する資料が配布され、かつ、方面委員講習会 

 等の出席の際には「方面委員必携持参」（第 57 回全国大会発表時の資料）があり、これ 

 らから、必携を含む複数の史資料の保存を期待した。しかし、現実には期待する史資料 

 の存在確認そのものが困難であったことを考察結果の第一にあげておくことにしたい。 

② 研究目的である「山形県内で活動する方面委員に特に求められた知識はあったのか」の 

 課題の明確化は、『方面委員必携』の発行年月日が一致しないことを一因として、確定で 

 きる結果には至らなかった。しかし、昭和 5（1930）年 3 月発行の『方面委員必携 山 

 形縣』は 21 の項目から構成されているが、その最初は「妊産婦保護」であった。この構 

 成は、「恤救」や「方面委員制度の沿革」を先頭におく必携とは異なる体裁を呈している 

 といえる。そして、この差異を理由に当時の山形県における委員活動の重要な知識のひ 

 とつに「母子保護」があったことを推察する。しかし、この推察も山形県と類似する状 

 況にあったと思われる他県の史資料との比較を経ていない、という点において限界をも 

 つ。ちなみに「妊産婦保護」の項目は、351 頁、加除式で構成される昭和 13（1938）年 

 1 月現在の『方面委員必携 山形縣』では、329 頁以降におかれている。 

③ 昭和 6（1931）年発行の『社會調査資料 山形縣社會課』は、「方面委員が仕事を組織 

 的に合理的に運ぶ上にも最も重要なるは社會調査即ち社會診斷である。」を巻頭言として 

 掲げ、山形県内の社会事業の種類と内容、統計を主として収めている。愛知県内の社会 

 事業の状況をも収録する『方面委員必携 愛知縣』と類似する構成になっている。 

④ 昭和 12（1937）年 5 月に開催された「方面事業講習会要綱」の講習項目の順序は、「方 

 面委員制度」「満州移民」「救護事務」「職業紹介竝出稼保護事業」「社會事業一般」「行旅 

 病人並及行旅死亡人」「軍事救護（軍事扶助法）」「軍事扶助事業」である。なかでも「満  

 州移民」や「北海道移住」、「職業紹介竝出稼保護事業」は、山形県の委員の主な活動の 

 ひとつといっても過言ではない。「出稼保護事業」はその後、委員の活動というよりも「職 

 業紹介」に組み込まれていくことになる。しかし、子女子を含む出稼ぎ者やその留守家 

 族に対する委員の相談と支援は、その後の民生委員にも受け継がれることになる。 
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